
インボイス制度
パーフェクトガイド

個⼈事業主向け



インボイス制度って何?

適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）は、2023年10月1日から導入される新しい仕入税額控除の方式です。 

これにより事業者の消費税の納税額の計算要件が変更されます。 

1. 適格請求書（インボイス）＝「税率ごとに区分した消費税額」「適格請求書発行事業者の登録番号（以下、登録番号）」などの記載がある請求書等 

2. 適格請求書（インボイス）の保存が仕入税額控除の新たな要件に 

3. 適格請求書（インボイス）を発行するためには「適格請求書発行事業者」への登録が必要 

請求書に記載する 

項目を追加 

1. 

❶登録番号、 

❷税率ごとに区分した消費税額の記載が追加 

 P3で解説

仕入税額控除の 

新たな要件に 

2. 

インボイスではない請求書では 

仕入税額控除が受けられなくなります 

発行事業者への 

登録が必要 

3. 

インボイスを発行できるのは税務署に登録した 

「適格請求書発行事業者」に限ります 

仕入税額控除  

二重、三重に税がかかることのないよう、課税売上げに係る

消費税額から課税仕入れ等に係る消費税額を控除し、税が

累積しない仕組みです。 

 P4で解説
消費税の免税事業者の対応  

課税事業者でなければ「適格請求書発行事業者」の登録は

できません。 

免税事業者が登録を受けるためには、課税事業者を選択す

る必要があります。 

 P7,8で解説

 P5で解説  P6で解説

#
#
#


インボイスの記載事項

「税率ごとに区分した消費税額」「登録番号」の記載が必須

請求書保存方式 
〜2019年9月まで  

区分記載請求書等保存方式  
2019年10月〜  

インボイス制度 適格請求書等保存方式 

2023年10月〜  

請
求
書

記
載
事
項

① 請求書発行者の氏名又は名称

② 取引年月日

③ 取引内容

④ 取引金額

⑤ 請求書受領者の氏名又は名称

① 請求書発行者の氏名又は名称

② 取引年月日

③ 取引内容

③ 取引金額

⑤ 請求書受領者の氏名又は名称

① 請求書発行者の氏名又は名称

② 取引年月日

③ 取引内容

④ 取引内容

⑤ 請求書受領者の氏名又は名称

⑥ 軽減税率の対象品目である旨

❽ 税率ごとに区分した消費税額等

❾ 請求書発行者の登録番号

6

7

❻ 軽減税率の対象品目である旨

❼ 税率ごとに区分して合計した税込対価の額 ⑦ 税率ごとに区分して合計した税抜または税込対価の額

9

8

8



仕⼊税額控除

仕⼊税額控除の対象となるもの

仕入税額控除とは 

⑴ 商品などの棚卸資産の購⼊ ⑵ 原材料等の購⼊ ⑶ 機械や建物等のほか、⾞両や器具備品等の事業⽤資産の購⼊⼜は賃借
⑷ 広告宣伝費、厚⽣費、接待交際費、通信費、⽔道光熱費などの⽀払 ⑸ 事務⽤品、消耗品、新聞図書などの購⼊ ⑹ 修繕費 ⑺ 外注費

生産、流通などの各取引段階で二重、三重に税がかかることのないよう、 

課税売上げに係る消費税額から課税仕入れ等に係る消費税額を控除し、税が累積しない仕組みです。 



仕⼊税額控除

正式名称は「適格請求書保存方式」といい、所定の要件を記載した請求書等を発行、保存する制度です。 

「適格請求書（インボイス）」の保存が仕入税額控除の要件になります。 
インボイス制度とは 

※1 適格請求書を交付できるのは、適格請求書発⾏事業者に限られます。  P6で解説 ※2 制度導⼊後６年間は、免税事業者等からの課税仕⼊れについても、仕⼊税額相当額の
⼀定割合を仕⼊税額として控除できる経過措置が設けられています。  P9で解説

インボイスではない請求書では仕⼊税額控除が受けられなくなります



適格請求書発⾏事業者登録制度

① 適格請求書（インボイス）を交付できるのは、「適格請求書発行事業者」に限られます。 

② 「適格請求書発行事業者」の登録には、「適格請求書発行事業者の登録申請書」の提出が必要です。 

③ 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を受けるためには、課税事業者を選択する必要があります。 

※ 適格請求書発行事業者は、基準期間の課税売上高が1,000万円以下となった場合であっても免税事業者にはならず、消費税及び地方消費税の申告義務が生じますのでご注意ください。  

 免税事業者についてはP7,8で解説

国税庁ホームページ「消費税軽減税率制度の⼿引き」（国税庁）をもとにマネーフォワード作成

ス
ケ
ジ
ュ
┃
ル 

https://www.nta.go.jp/
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice_about.htm


「免税事業者」「課税事業者」の⽐較

個人事業主やフリーランスなどの免税事業者は、以下のどちらかの選択が迫られます。 

①そのまま免税事業者を続け、インボイスに対応しない　②任意で課税事業者となり適格請求書発行事業者の登録を受け、インボイスに対応する 

免税事業者を継続 
課税事業者に変更 

（適格請求書発行事業者）  

インボイス非対応  インボイス対応 

● 売上先は事業者ではない個人が多い  

● 取引先は免税事業者が多い  

● 取引先の仕入税額控除の対象になるので、 安

定的に取引できる  

● 消費税を納税する際も、売上の消費税から 仕

入の消費税を差引ける  

● 今までどおり消費税の 納税の必要はない  

● 売上が下がらなければ 収入を維持できる  

● 仕入税額控除の対象にならず、取引先から  

● 消費税分を値引きされる 可能性も 

● 課税事業者（適格請求書発行事業者）との 競

合に負ける可能性も 

● 消費税の納税義務が発生する分、  

手取りが減る 

● インボイスは従来の請求書より記載項目が増

えるため、経理が複雑になる 

メリット 

デメリット 

● 取引先は課税事業者が多い  

● 今後事業拡大していきたい  

こんな方に 

おすすめ 



「適格請求書発⾏事業者」の登録⼿順

（例）個⼈事業者や12⽉決算の法⼈が、2024年4⽉１⽇から登録を受ける場合

（例）個⼈事業者や12⽉決算の法⼈が、2023年10⽉１⽇から登録を受ける場合

◦「消費税課税事業者選択届出書 」※を提出し、 

　課税事業者を選択するとともに　  

◦課税事業者となる課税期間の初日の前日から  

　起算して１月前の日までに  

「適格請求書発行事業者の登録申請書 」を提出 

※ 原則として課税事業者選択届出書を提出した課税期間の翌課税期間  
から、課税事業者となります。

原
則

経
過
措
置

経
過
措
置
の
延
長

2023年10⽉１⽇を含む課税期間中に
適格請求書発⾏事業者の登録を受けた場合は、
登録を受けた⽇から課税事業者となる経過措置が設けられます。

◦2023年3月31日までに  

　「適格請求書発行事業者の登録申請書 」を提出 

◦「消費税課税事業者選択届出書」の  

　提出は必要ありません  

令和4年度税制改正により、上記の経過措置期間が2023年10⽉
1⽇から2029年9⽉30⽇の属する課税期間に延⻑されました。

◦課税事業者となる課税期間の初日の前日から  

　起算して15日前の日までに  

　「適格請求書発行事業者の登録申請書 」を提出 

 ◦「消費税課税事業者選択届出書」の  

　提出は必要ありません  

（例）個⼈事業者や12⽉決算の法⼈が、課税事業者となる課税期間の初⽇である2031年１⽉１⽇から登録を受ける場
合、登録申請書を2030年11⽉30⽇までに提出するとともに、課税事業者選択届出書を2030年12⽉31⽇までに提出する

※令和5年度の税制改正により、1⽉前の⽇から15⽇前の⽇までに変更

2029年12⽉期 2030年12⽉期 2031年12⽉期

免税事業者     免税事業者 課税事業者
（適格請求発⾏事業者）

登録申請書
11⽉30⽇まで

選択届出書
2030年中

登録⽇ 2024年1⽉1⽇

2022年12⽉期 2023年12⽉期 2024年12⽉期

免税事業者   免税事業者 課税事業者
（適格請求発⾏事業者）

登録申請書
3⽉31⽇まで

登録⽇ 2023年10⽉1⽇

課税事業者
（適格請求発⾏事業者）

2024年12⽉期 2025年12⽉期 2026年12⽉期

 免税事業者 課税事業者
（適格請求発⾏事業者）

登録申請書
3⽉17⽇まで

登録⽇ 2024年4⽉1⽇

課税事業者
（適格請求発⾏事業者）

課税事業者
（適格請求発⾏事業者）

登録⽇から2年経過⽇の属する
課税期間までは強制的に課税事業者



【補⾜】免税事業者等から課税仕⼊れに係る経過措置

・インボイス制度の導入後は、免税事業者や消費者など、適格請求書発行事業者以外の者（免税事業者等）から行った課税仕入れは、原則として仕入税額控除の適用を  

　受けることができません。  

・ただし、制度導入後６年間は、免税事業者等からの課税仕入れについても、仕入税額相当額の一定割合を仕入税額として控除できる経過措置が設けられています。  

※ この経過措置による仕⼊税額控除の適⽤に当たっては、免税事業者等から受領する区分記載請求書等と同様の事項が記載された請求書等の保存と、
  この経過措置の適⽤を受ける旨（80%控除‧50％控除の特例を受ける課税仕⼊れである旨）を記載した帳簿の保存が必要です。



マネーフォワードクラウドを活⽤したインボイス制度対応

請求書発⾏時の対応

マネーフォワード クラウドの『インボイス制
度の登録申請』なら、フォームに沿って⼊⼒
するだけで「適格請求書発⾏事業者の登録申
請書」が簡単に作成できます。

『マネーフォワード クラウド請求書』では、
インボイス制度の要件を満たす適格請求書が
発⾏可能となる予定です。

『マネーフォワード クラウド請求書』から
メールで送信した請求書は、電⼦帳簿保存法
の要件に則して、『マネーフォワード クラウ
ドBox』に⾃動で保存されます。

適格請求書発⾏事業者の登録 適格請求書の発⾏ 発⾏した適格請求書の保存

詳しくはこちら

https://biz.moneyforward.com/invoice-about/solution-smb/?provider=doc&provider_info=ivsystem_wp_invoice_guide


マネーフォワードクラウドを活⽤したインボイス制度対応

請求書受領時の対応

『マネーフォワード クラウド経費‧債務⽀
払』では、取引先が適格請求書発⾏事業者
か、免税事業者の可能性があるのかを⾃動判
定できるようになる予定です。

『マネーフォワード クラウド会計‧確定申
告』では、インボイス制度に対応した仕訳の
作成や、消費税集計を含む各種帳簿の作成が
できるようになる予定です。

『マネーフォワード クラウド債務⽀払』な
ら、メールで受け取った請求書の⾃動取込‧
⾃動保存や、紙で受け取った請求書のスキャ
ナ保存が可能です。

受け取った請求書の要件確認 税率別‧課税区分別の仕訳 受け取った請求書の電⼦保存

詳しくはこちら

https://biz.moneyforward.com/invoice-about/solution-smb/?provider=doc&provider_info=ivsystem_wp_invoice_guide


インボイス制度に対応するならマネーフォワード クラウド

2023年10月1日から導入されたインボイス制度に対応しています。 

制度要件を満たして適格請求書の発行や保管ができるので、安心してサービスをご利用いただけます。 

サービスサイト上からいくつかの質問に
回答し、フォームに沿って必要な情報を
⼊⼒するだけで、⼿書き不要で簡単に無
料で、登録申請書を作成できます。

登録申請サービス

請求書発⾏

──  請求書発⾏業務を電⼦化  ──

請求書の作成‧送付‧受け取りがまとめ
て管理できる請求書管理ソフトです。
テンプレートで簡単に作成できます。

個⼈ ⼩規模~中⼩企業

請求書受取

電⼦帳簿保存法の要件を満たして、
領収書や請求書などの取引関係書類
を保管できるサービスです。

個⼈ ⼩規模~中⼩企業

──  インボイスの電⼦データ保存  ──

受け取った領収書のスキャナ保存‧
電⼦保存に対応。経費申請に関する
⾯倒な作業を⼤幅に削減します。

個⼈

無料アップデートで
インボイス制度に対応── ──



インボイス制度開始後の業務イメージ

マネーフォワード クラウドは請求業務を電子化・デジタル化することで、さらなる業務効率化や、 

働くことの「質」と「時間」を高めるお手伝いができるようサービスを提供し、今後も順次、機能追加を進めてまいります。 

請
求
書
発
⾏

請
求
書
受
領

電子インボイス  

売上仕訳連携  

タイムスタンプ付与/電⼦帳簿保存法の要件も充⾜

インボイス制度により、多くの免税事業者が課税事業者になると予想。
消費税申告をサポートするため、マネーフォワード クラウド確定申告に
消費税申告機能をリリース

請求書送付⽅法

・郵送代行 

・メール 

・PDF出力  

他サービス
請求書‧領収書

電子インボイス  

ECショップ等のサービスから  

取引データと証憑を自動取得  

Boxでデータ化したものを仕訳化  

AI-OCRでデータ化まで可能
※タイムスタンプ付与/電⼦帳簿保存法の要件も充⾜

国税庁DB
適格請求書発行事業者番号の自動チェック  



マネーフォワード クラウド 

インボイス制度 
対応方針詳細 
マネーフォワード クラウドはインボイス制度にも無料で対応 

追加料金がかかることなくアップデートした機能を 

ご利用いただけます 



適格請求書発⾏事業者の登録申請書作成⽀援

インボイス制度対応する際、「適格請求書発行事業者」に登録するために税務署に提出する 

「適格請求書発行事業者の登録申請書」を無料で作成できます。 

手書き不要で、フォームに沿って必要な情報を入力するだけで登録申請書が完成します。 

対象サービス

インボイスの登録申請

適格請求書発⾏事業者の登録申請

3ステップで
簡単作成！

※本サービスはe-Tax での電⼦申請には対応していません。電⼦申請を⾏う場合、国税庁の専⽤サイトより⼿続きを⾏ってください。

インボイス制度までに知っておきたいポイント

2023年10⽉からインボイス制度を導⼊するには、税務署への登録申請書の提出が必要です。
申請⽅法は①e-Tax ②郵送 ③税務署窓⼝への持参の3種類になります。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice_shinei_e-tax.htm


インボイスの発⾏
インボイスの発⾏‧管理 対象サービス

クラウド請求書

『マネーフォワード クラウド請求書』では、 

インボイスの要件を満たした請求書を簡単に作成する機能を提供しています。 

インボイス制度までに知っておきたいポイント

インボイスを発⾏するためには、従来の請求書の記載事項に加えて、適格請求書発⾏事業者番号の記載等、
⼀定の要件を充⾜したフォーマットに変更する必要があります。

帳票設定より自社の適格請求書発行事業者登録番号を設定

設定された適格請求書発行事業者
登録番号を自動で讀求書に記載



適格請求書発⾏事業者番号の登録‧管理

マネーフォワード クラウドにて管理する取引先に対して、適格請求書発行事業者登録番号の照会作業をサポートします。 

適格請求書発行事業者登録番号を元に、国税庁の公表サイトと連携し、取引先の登録情報を取得します。 

受け取ったインボイスの保管 対象サービス

クラウド確定申告

インボイス制度までに知っておきたいポイント

インボイス制度施⾏以降は、適格請求書発⾏事業者か否かにより、消費税の処理⽅法が異なるため、
取引先ごとに適格請求書発⾏事業者か否かを管理する必要があります。

適格請求書発⾏事業者
登録番号取得∕照合

国税庁の適格請求書
発⾏事業者公表サイト



経過措置をふまえた仕訳⼊⼒‧消費税計算機能
受け取ったインボイスの保管 対象サービス

クラウド確定申告

仕訳では、適格請求書発行事業者との取引と免税事業者等との取引を区別できるインボイスの項目を追加します。 

取引先機能を刷新し、国税庁の適格請求書発行事業者公表サイトと照会して登録状況を確認することができます。 

取引先 仕訳登録

仕訳登録

週格請求書発行事業者番号を入力すると、国税庁の適格鵬求書
発行事業者公表サイトに照会を行い、登録状況を確認。
仕訳で取引先を選択すると、取引先の取引日の登録状況に応じ
てインボイスの判定が自動で行われます。

受領した請求書がインボイスでない場合にチェックを外
すとインボイスの経過措置が適用できます。

インボイスのチェックボックスを外した場合には
経過措置（80%）の仕入税額控除割合が記載されます。



電⼦帳簿保存法への対応
受け取ったインボイスの保管 対象サービス

クラウドBox

『マネーフォワード クラウドBox』に直接アップロードするファイルは 

従来の「電子取引」に加えて「スキャナ保存」および「電子帳簿保存対象外」のファイルをアップロードできます。 

また、電子帳簿保存法においては、書類種別（請求書、領収書、見積書）や、電帳法区分により管理方法が異なります。 

クラウドBoxではユーザーが確認したいファイルを探しやすくするため、ファイルの検索項目および入力項目を拡張します。 

❶ 電⼦取引
  電⼦で授受したファイルそのもの

電帳法区分

❷ スキャナ保存
  紙で授受したファイルをスキャン等により電⼦化したもの
 （紙原本の廃棄が⽬的のためファイルが正）

❸ 電帳法対象外
  紙で授受したファイルをスキャン等により電⼦化したもの
 （データ化が⽬的のため紙原本が正）

ファイルの検索性向上



インボイスの保存
インボイスの発⾏‧管理 対象サービス

クラウド請求書→Box

『マネーフォワード クラウド請求書』では発行したインボイスを、 

電子帳簿保存法に定められた要件を充足する形で自動保存します。 

インボイス制度までに知っておきたいポイント

インボイスを発⾏した場合には、その控えを7年間保存する義務があります。
また、電⼦でインボイスの控えを保存する際には、電帳法に定められた要件を満たして保存しなければなりません。

「マネーフォワード クラウド請求書」で
メール送信‧郵送‧PDF出⼒した請求書

電⼦帳簿保存法の
要件に即してデータ保存

保存



経過措置をふまえた仕訳⼊⼒‧消費税計算機能
受け取ったインボイスの保管 対象サービス

クラウドBox→確定申告

クラウドBox にアップロードしたファイルのうち、 

請求書などの仕訳化対象のファイルをクラウド会計にて自動で仕訳を行います。 

インボイス制度までに知っておきたいポイント

適格請求書発⾏事業者以外からの仕⼊は、仕⼊税額控除の対象にならないため、仕訳ごとに取引先を特定し、
当該取引先が適格請求書発⾏事業者か否かを判定した上で消費税計算を⾏わなければなりません。
また、インボイス制度施⾏後6年間は、経過措置が認められており、適格請求書発⾏事業者以外からの仕⼊であっても、
⼀定割合仕⼊税額控除の対象にすることができます。

クラウド会計におけるファイル確認画⾯イメージ



             はインボイス制度に無料で完全対応

インボイスの発⾏‧管理

適格発⾏事業者の登録申請 項⽬を⼊⼒するだけで簡単に申請書を作成

受け取ったインボイスの保管

● 適格請求書発⾏事業者番号の登録‧管理 …… 取引先マスタが適格請求書発⾏事業者であるか⾃動で判定

● 電⼦帳簿保存法への対応 ……………………… 電⼦帳簿保存法に定められた要件を満たしてインボイスを⾃動で保存

● インボイスの要件確認 ………………………… インボイスの要件を満たしているか、記載されている適格事業者番号が
適格請求書発⾏事業者として登録されているか⾃動で判定

● 簡易インボイスへの対応 ……………………… 受領したレシートが簡易インボイスの要件を満たしているか⾃動で判定

● 経過措置をふまえた仕訳⼊⼒‧
  消費税計算機能

仕訳ごとに適格請求書発⾏事業者との取引か否かを⾃動で判定、
その判定結果を⽤いて仕⼊税額控除の⾦額を⾃動で判定

● インボイスの発⾏ ……………………………… テンプレートに沿って⼊⼒することでインボイスの要件を満たした請求書を作成‧発⾏

● インボイスの保存 ……………………………… メールやPDF出⼒、郵送で送付した請求書を⾃動で保存

デジタルインボイスへの対応 デジタルインボイスの発⾏‧取り込み‧受け取りが可能

 ………………



マネーフォワード クラウドのインボイス制度対応ロードマップ

2023年3月頃を目処にインボイス制度に対応した機能をリリース。 

10月の制度施行のタイミングまでに経理・請求業務に必要な機能を順次対応してまいります。 

 〜2023年2⽉ 2023年3⽉〜5⽉ 2023年6⽉〜11⽉ 〜2023年12⽉〜

電⼦帳簿保存法検索要件の⾃動読取

電⼦帳簿保存法への対応

適格請求書発⾏事業者との
取引か否かの判別機能（仕訳単位）

インボイスの要件確認

適格請求書発⾏事業者の登録‧
管理機能

適格請求書発⾏事業者番号の登録‧管理

適格請求書発⾏事業者の照合機能

適格請求書発⾏事業者番号の登録‧管理

マネーフォワード クラウドBoxの⾃動読取結果の仕訳化機能

経過措置をふまえた仕訳⼊⼒‧消費税計算機能

経過措置に対応した仕⼊税額控除計算機能

経過措置をふまえた仕訳⼊⼒‧消費税計算機能

仕訳⼊⼒と取引先登録‧管理機能の連動強化

経過措置をふまえた仕訳⼊⼒‧消費税計算機能

仕訳インポート‧エクスポート機能のインボイス対応

経過措置をふまえた仕訳⼊⼒‧消費税計算機能

請求書のインボイスフォーマット対応

インボイスの発⾏

納品書のインボイスフォーマット対応

インボイスの発⾏

PDF出⼒請求書のクラウドBox⾃動保存対応を追加

インボイスの保存

インボイス制度施⾏

〜2023年10⽉1⽇

電⼦取引保存の義務

2024年1⽉1⽇


